
基本施策　５　ごみ対策

【基本施策の目的】

【基本施策の今後の優先度】

判定区分

【指標の分析】

大

平成29年度から雑
がみの排出方法を
簡素化した。平成
31年度から雑紙の
排出回数も増加す
る予定である。今
後相当量の雑がみ
が再資源化される
ものと見込まれる。
燃やすごみには、
剪定枝といった資
源化が可能なもの
があるため、今後
は家庭系にあって
は資源として回収
することを検討し、
事業系にあって
は、食品残渣も含
め、再資源化施設
に持ち込むよう指
導を継続する。

H28度

基本施策の指標値は目指すべき方向性にある。とくに１人あたりのごみの排出量を減らすことは、いず
れ更新時期がくるごみ処理施設について、次期ごみ処理施設の設計にも大きく係わってくる。ごみが
出ない体制を資源を投入して整えていくことで、将来の経費削減につながるので、今後の経営資源の
配分の優先度は高いと判断した。

807

H29度H27度指標
単
位

区分

平成30年度 施策評価シート①

目
指
す
方
向
性

ごみの分別・減量
に対する意識の向
上に伴い、排出量
は減少で推移して
いる。

　市民・事業者との適切な役割分担のもと、協働で資源循環型社会を構築するとともに、ごみのポイ捨てなどが
ない快適で清潔な生活環境を確保します。

808 775

→

基準値

基本施策における課題の状況及び対応策

１人１日あたりのごみ排
出量（事業系ごみ含む）

方向性との整合性とその要
因、実績の増減の要因

今後の見通し（予測）、今後
の対応

実
績

H26度

772

g

838

平成29年度から雑
がみの排出方法を
簡素化した。平成
31年度から雑紙の
排出回数も増加す
る予定である。今
後相当量の雑がみ
が再資源化される
ものと見込まれる。
燃やすごみには、
剪定枝といった資
源化が可能なもの
があるため、今後
は家庭系にあって
は資源として回収
することを検討し、
事業系にあって
は、食品残渣も含
め、再資源化施設
に持ち込むよう指
導を継続する。

不法投棄をする者
を特定するのは大
変難しく、効果がわ
かりずらい事業で
はあるが、公共用
地の管理に関わる
ことでもあるので、
引き続き不法投棄
の防止に繋がるよ
うな施策を続ける。

55,820 45,870

目
指
す
方
向
性

ごみの分別・減量
に対する意識の向
上に伴い、排出量
は減少で推移して
いる。

→
１人１日あたりのごみ排
出量（事業系ごみ含む）

通報件数増加によ
り不法投棄ごみ量
は一時的に増加す
るため、平成２８年
度は増加した。将
来的には不法投棄
防止啓発活動や防
止策の実施によ
り、不法投棄ごみ
は減少する見通し
である。

→
不法投棄されたごみの
環境センターへの搬入
量

k
g

実
績

60,420 44,180 49,680

目
指
す
方
向
性

g

不法投棄をする者
を特定するのは大
変難しく、効果がわ
かりずらい事業で
はあるが、公共用
地の管理に関わる
ことでもあるので、
引き続き不法投棄
の防止に繋がるよ
うな施策を続ける。

通報件数増加によ
り不法投棄ごみ量
は一時的に増加す
るため、平成２８年
度は増加した。将
来的には不法投棄
防止啓発活動や防
止策の実施によ
り、不法投棄ごみ
は減少する見通し
である。

→
不法投棄されたごみの
環境センターへの搬入
量

k
g 目

指
す
方
向
性
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【施策推進事業の考え方】

実
施
計
画
事
業

平成31年度からは、雑がみ回収を毎週に拡大する。また、雑がみを除く古紙古布につい
ては、市が集積場に排出された古紙古布を区に譲渡し、区がその売却益をもって収集を
行う集団回収方式に移行するものとする。(収集処理委託事業）
併せて、ごみ処理基本計画は計画的な一般廃棄物処理の推移を図るための長期的な
展望に立った基本方針となるもので、平成２６年度に策定した計画は平成２５年度を基
準として、平成２７年度から平成３６年度までの１０年間の計画を策定したものである。平
成３１年度が中間目標年度となり、当初の計画時から諸条件の変更に併せて策定時の
各種数値に隔離が出ているため、現時点における状況の把握及び新たな目標年次にお
ける処理見込み量の計画が必要となり平成３１年度に策定する。（ごみ処理基本計画策
定事業）

　（これまでの事業経緯）
　資源回収ステーション管理事業では、平成２９年度１２月に新たに第３資源回収ステー
ションが開設され、その管理が増えているが、第３資源回収ステーションは単に市民が
持ち込みができる場所としてだけでなく、行政回収した剪定枝類を資源化するための仮
置場としても活用している。また、収集処理委託事業は、生活環境の保全の為経済性や
効率性、継続性、安全性・安定性といった基本に加えて、収集方法の見直しによって、こ
れまで資源化できていなかったごみの資源化を進めている。具体的には、平成30年10
月から剪定枝を燃やすごみの日の午後から別回収する取り組みを始めるが、これが通
年となるため、燃やすごみの収集委託料や、剪定枝の処理委託料が増加する。
　これらの施策により、再資源化を拡大し、現在多額の費用を要している小牧岩倉エコ
ルセンターでのごみ処理に要する経費を、処理が必要なごみの量を削減することで、そ
の運転に係る経費、ひいては次期ごみ処理施設の建設費用の削減を目指し、将来的な
ごみ処理経費の削減のため、資源投入して今後も強力に事業実施をしていく。

経
常
事
業

　「ごみ減量推進事業」の印刷製本費において、高齢者や外国人向けに簡易日本語版
や外国語版（７カ国語）の『資源・ごみの分け方と出し方(概要版)』を作成している。
　雑がみの排出方法や破砕ごみの一部可燃化等排出方法等が多く変更されたことか
ら、改訂する必要が生じているところである。
　他方、カレンダー機能、分別検索機能、ごみの分け方と出し方の解説などを掲載したご
み分別アプリについて、平成28年5月から日本語版アプリの配信、平成29年7月からは7
カ国語に対応した外国語版の配信を開始し、転入時にアプリの利用を周知し、共同住宅
管理者に居住者用への周知依頼を行い、ダウンロード数を伸ばしており、平成３０年度
には分別方法見直しに伴いアプリの充実を図る予定である。
　しかしながら、現在でもごみ集積場での不適正排出の多くは、日本語が不十分な外国
人の方が占めていることを勘案し、平成31年度に外国語版等の改訂版は作成するもの
の、市の居住者数で減少傾向がある中国籍と印刷部数の３分の１程度の住民数のイン
ドネシア国籍に対応して中国語・インドネシア語、日本語については部数を削減し、アプ
リで対応することとして、549千円を削減する。

「ごみ集積場管理事業」では、カラスネット配布や、整備費補助金を活用した整備、燃や
すごみの午前中収集完了等、鳥獣被害の軽減が見込まれる対策を実施しており、また、
分別不良等の不適正排出でも、不衛生なものや危険物は職員が即時対応する取り扱い
を平成28年度からしており、区側でごみ袋を詰替える手間等は減ると見込み、ごみ集積
場管理用資材として区に配布する市指定ごみ袋購入のための耗品費から100千円を削
減する。
これらにより、合計649千円を削減する。

削減に関する
具体的な考え

方

資源投入の考
え方
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基本施策　５　ごみ対策 平成30年度 施策評価シート②

指標 H28度H26度

展開方向１

名称

所管課

単
位

目的 ○市民・事業者との協働による３Ｒの取組みを推進し、ごみの再資源化率を高めます。
市民・事業者・行政の協働による３Ｒを推進します

ごみ政策課

基準値

30.7

再資源化率 ％

35.3 36.7

H27度区分

実
績

26.2

目
指
す
方
向
性

H29度
方向性との整合性とその要因、実

績の増減の要因
今後の見通し（予測）、事務事業等

の見直し内容

35.6

→

雑がみの分別簡素化や、
地域のクリーンアップ等で
出た剪定枝の資源化を実
施するなど、様々な分別
施策や啓発を実施したこと
で、市民１人あたりのごみ
の排出量は減少した。再
資源化率は資源の排出量
及びスラグ生成量の減少
率が高かったことから微減
になった。

再資源化率の向上はごみ処
理量の減少、ごみ処理費の抑
制につながるため更なる向上
を目指す。10月からはごみ集
積場に出された剪定枝の資源
化を行う。このことで、燃やす
ごみの２割を占める剪定枝類
の資源化が進み、再資源化率
は向上すると考える。

12,517 11,619
実
績

12,722 12,644

事業系ごみの年間
排出量

％

再資源化率 ％

目
指
す
方
向
性 →

→

11,642

目
指
す
方
向
性

雑がみの分別簡素化や、
地域のクリーンアップ等で
出た剪定枝の資源化を実
施するなど、様々な分別
施策や啓発を実施したこと
で、市民１人あたりのごみ
の排出量は減少した。再
資源化率は資源の排出量
及びスラグ生成量の減少
率が高かったことから微減
になった。

再資源化率の向上はごみ処
理量の減少、ごみ処理費の抑
制につながるため更なる向上
を目指す。10月からはごみ集
積場に出された剪定枝の資源
化を行う。このことで、燃やす
ごみの２割を占める剪定枝類
の資源化が進み、再資源化率
は向上すると考える。

事業系ごみの排出量は、
景気動向に左右されるた
め全体の年間排出量の誘
導は困難であるが、多量
排出事業者への減量計画
書の作成の徹底並びに各
事業者への適正排出及び
再資源化の啓発により、各
事業者単位ではごみの減
量化意識は向上している。

バイオガス発電施設（食品リサ
イクル）の誘致と協定の締結を
行った。この施設が稼動する
平成３２年度を目標に、市内
事業所の食品リサイクルの推
進を徹底する。

事業系ごみの年間
排出量

％

展開方向２

名称 ごみの減量・分別に対する市民の意識を高めます

目的
○市民一人ひとりがごみ出しのルールを遵守するとともに、家庭からのごみの排出を可能な限り抑
制します。

所管課 ごみ政策課

→
目
指
す
方
向
性

事業系ごみの排出量は、
景気動向に左右されるた
め全体の年間排出量の誘
導は困難であるが、多量
排出事業者への減量計画
書の作成の徹底並びに各
事業者への適正排出及び
再資源化の啓発により、各
事業者単位ではごみの減
量化意識は向上している。

バイオガス発電施設（食品リサ
イクル）の誘致と協定の締結を
行った。この施設が稼動する
平成３２年度を目標に、市内
事業所の食品リサイクルの推
進を徹底する。

家庭系ごみの１人１
日あたりの排出量
（資源を除く）

指標
単
位

区分 基準値 H26度 H27度

目
指
す
方
向
性

g

実
績

454

→
441 444 434

H28度 H29度

430

方向性との整合性とその要因、実
績の増減の要因

今後の見通し（予測）、事務事業等
の見直し内容

分別、資源化、ごみ減量
の市民の意識は向上して
いると推測される。様々な
施策により今後もごみ排出
量は減少傾向で推移して
いくと推測される。

収集日が２週間に１回の古紙
古布のうち、「雑がみ」は毎週
収集に変更を行う。（桃花台
は先行実施中）また、古紙古
布を排出可能な集積場を約
600箇所拡大した。これらの効
果で資源としての排出が進
み、ごみの排出量は減る見通
しである。

目
指
す
方
向
性 →

H27度 H28度 H29度H26度

49.3 51.0

展開方向３

名称 地域の環境美化活動を推進します
目的 ○ごみのポイ捨てなどのない、快適で清潔な生活環境を確保します。

所管課 ごみ政策課

家庭系ごみの１人１
日あたりの排出量
（資源を除く）

目
指
す
方
向
性

g

→

指標
単
位

区分 基準値

ポイ捨てがないきれ
いなまちと思う市民
の割合

％

実
績

46.2 48.0 47.4

分別、資源化、ごみ減量
の市民の意識は向上して
いると推測される。様々な
施策により今後もごみ排出
量は減少傾向で推移して
いくと推測される。

収集日が２週間に１回の古紙
古布のうち、「雑がみ」は毎週
収集に変更を行う。（桃花台
は先行実施中）また、古紙古
布を排出可能な集積場を約
600箇所拡大した。これらの効
果で資源としての排出が進
み、ごみの排出量は減る見通
しである。

方向性との整合性とその要因、実
績の増減の要因

今後の見通し（予測）、事務事業等
の見直し内容

指標は市民意識調査の結
果だが、「どちらかといえば
そう(きれい)と思う｣の割合
が42.7％と一番多いもの
の、｢どちらかといえばそう
思わない｣も36.2％であり、
また、この意見は転入後5
年未満が一番多く、生まれ
たときからずっとや、転入
後5年以上の居住年数で
は「どちらかといえばそう思
う」の割合が一番多いこと
から、啓発により多くの市
民が美化活動に参加した
り、ごみ集積場の管理をす
る区へ支援により、きれい
なまちの意識に繋がると考
える。

「ごみ散乱防止市民行動の
日」のごみ拾いを行う場所を
見直し、駅周辺の人目につき
やすい場所を中心として、参
加しない市民にも活動が見え
るような、より効果的な啓発に
つながるよう実施する。地域住
民の活動に対して、引き続き
支援を実施する。また、不法
投棄対策は効果がわかりずら
いところではあるが、廃家電収
集量で見ると、平成26年はテ
レビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコ
ン合せて144台あったものが
平成29年度は92台になって
おり、パトロールや監視カメラ
等が一定の効果を発揮してい
ると考える。

目
指
す
方
向
性 →

ポイ捨てがないきれ
いなまちと思う市民
の割合

％

指標は市民意識調査の結
果だが、「どちらかといえば
そう(きれい)と思う｣の割合
が42.7％と一番多いもの
の、｢どちらかといえばそう
思わない｣も36.2％であり、
また、この意見は転入後5
年未満が一番多く、生まれ
たときからずっとや、転入
後5年以上の居住年数で
は「どちらかといえばそう思
う」の割合が一番多いこと
から、啓発により多くの市
民が美化活動に参加した
り、ごみ集積場の管理をす
る区へ支援により、きれい
なまちの意識に繋がると考
える。

「ごみ散乱防止市民行動の
日」のごみ拾いを行う場所を
見直し、駅周辺の人目につき
やすい場所を中心として、参
加しない市民にも活動が見え
るような、より効果的な啓発に
つながるよう実施する。地域住
民の活動に対して、引き続き
支援を実施する。また、不法
投棄対策は効果がわかりずら
いところではあるが、廃家電収
集量で見ると、平成26年はテ
レビ、冷蔵庫、洗濯機、エアコ
ン合せて144台あったものが
平成29年度は92台になって
おり、パトロールや監視カメラ
等が一定の効果を発揮してい
ると考える。

1



実
績

69,936 80,292

目
指
す
方
向
性

81,886 90,043

→

84,132

クリーンアップ事業
年間参加者数

人

平成29年度から、実績の
集計方法を見直し、活動
の実施届を出す団体の属
性ごとに参加人数を整理
し、アダプト活動ではこれ
まで収集の依頼やごみ袋
の配付希望が直接あった
もののみをｶｳﾝﾄしていた
が、地域のごみ集積場を
活用したり自主的にごみ
袋を用意している活動まで
ｶｳﾝﾄできるよう見直した。

「ごみ散乱防止市民行動の
日」のごみ拾いを行う場所を
見直したり、より効果的な啓発
につながるよう実施する。高齢
化等の住民活動の縮小は懸
念されるが、市が直接実施す
ることはない事業なので、地域
住民の活動に対して、引き続
き支援を実施する。

展開方向４

名称 ごみの安定処理を推進します

目的
○廃棄物を安定的かつ安全に処理するとともに、より適切な条件下で再利用や資源化を推進しま
す。

指標
単
位

区分

所管課 ごみ政策課

H27度 H29度基準値 H26度
方向性との整合性とその要因、実

績の増減の要因
今後の見通し（予測）、事務事業等

の見直し内容
H28度

焼却施設における
可燃ごみの年間処
理量

t

実
績

34,024

目
指
す
方
向
性

33,170 33,354

目
指
す
方
向
性

→

32,060 31,981

→

クリーンアップ事業
年間参加者数

人

家庭系、事業系ともに年間
処理量は減少しており、ご
みの分別及び資源化は推
進されている。平成２９年
度は脱水汚泥の増加分は
あるものの、雑がみや、一
部の剪定枝の資源化によ
る効果があった。

分別や収集方法の見直し、資
源回収ステーションの開設、
再資源化など、様々な施策を
複合的に実施することで、これ
まで燃やすごみでも、資源とし
て分類可能になる（雑がみ、
剪定枝）。これらの施策によ
り、ごみ処理量は更に減少す
る見通しである。

平成29年度から、実績の
集計方法を見直し、活動
の実施届を出す団体の属
性ごとに参加人数を整理
し、アダプト活動ではこれ
まで収集の依頼やごみ袋
の配付希望が直接あった
もののみをｶｳﾝﾄしていた
が、地域のごみ集積場を
活用したり自主的にごみ
袋を用意している活動まで
ｶｳﾝﾄできるよう見直した。

「ごみ散乱防止市民行動の
日」のごみ拾いを行う場所を
見直したり、より効果的な啓発
につながるよう実施する。高齢
化等の住民活動の縮小は懸
念されるが、市が直接実施す
ることはない事業なので、地域
住民の活動に対して、引き続
き支援を実施する。

し尿処理施設にお
ける年間処理量

k
l

実
績

21,047 20,905

目
指
す
方
向
性

焼却施設における
可燃ごみの年間処
理量

t

22,055 22,705 21,666

→

目
指
す
方
向
性

→

家庭系、事業系ともに年間
処理量は減少しており、ご
みの分別及び資源化は推
進されている。平成２９年
度は脱水汚泥の増加分は
あるものの、雑がみや、一
部の剪定枝の資源化によ
る効果があった。

分別や収集方法の見直し、資
源回収ステーションの開設、
再資源化など、様々な施策を
複合的に実施することで、これ
まで燃やすごみでも、資源とし
て分類可能になる（雑がみ、
剪定枝）。これらの施策によ
り、ごみ処理量は更に減少す
る見通しである。

クリーンセンターは、し尿と
浄化槽汚泥（単独、合併）
を処理している。し尿は、
下水道や合併浄化槽への
転換により減少傾向になっ
た。

クリーンセンター施設管理委
託は平成３０年度以降長期包
括管理委託方式に変更し、維
持管理の質の向上と経費の縮
減を図る。
但し、浄化槽汚泥は、単独浄
化槽から合併浄化槽に転換
することで１戸あたりの排出量
が増えることから今後は増加
傾向になる。

目
指
す
方
向
性

し尿処理施設にお
ける年間処理量

k
l 目

指
す
方
向
性

9,943 9,327

→

→

資源回収量 t

実
績

10,974 9,968 9,139

クリーンセンターは、し尿と
浄化槽汚泥（単独、合併）
を処理している。し尿は、
下水道や合併浄化槽への
転換により減少傾向になっ
た。

クリーンセンター施設管理委
託は平成３０年度以降長期包
括管理委託方式に変更し、維
持管理の質の向上と経費の縮
減を図る。
但し、浄化槽汚泥は、単独浄
化槽から合併浄化槽に転換
することで１戸あたりの排出量
が増えることから今後は増加
傾向になる。

回収量は空きびん、空き
缶等の個々の品目で見て
も１人当り排出量は減って
いる。ペーパーレスの進展
等の排出量自体の減少、
民間の古紙コンテナ等の
増加により行政回収以外
での排出機会の増加等の
要因が考えられる。

分別や収集方法の見直し、資
源回収ステーションの開設、
再資源化など、様々な施策を
複合的に実施することで、これ
まで燃やすごみであった雑が
み、剪定枝が資源として回収
されるため、資源回収量は増
加の見通しである。

目
指
す
方
向
性 →

資源回収量 t

回収量は空きびん、空き
缶等の個々の品目で見て
も１人当り排出量は減って
いる。ペーパーレスの進展
等の排出量自体の減少、
民間の古紙コンテナ等の
増加により行政回収以外
での排出機会の増加等の
要因が考えられる。

分別や収集方法の見直し、資
源回収ステーションの開設、
再資源化など、様々な施策を
複合的に実施することで、これ
まで燃やすごみであった雑が
み、剪定枝が資源として回収
されるため、資源回収量は増
加の見通しである。
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